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1 章 トライデント・プラウシェアズの概要

1.1 活動の目的

トライデント・プラウシェアズ運動は、50年以上

前に広島と長崎に初めて原爆が投下されて以来、積

極的に核兵器廃絶に取り組んできた国際平和運動の

流れを受け継ぐものである。

私たちは地球市民として、トライデント潜水艦に

配備されている英国の核兵器システムを、堂々と責

任をもって、安全かつ平和的に廃絶するという目標

にむかい行動する。私たちの核兵器廃絶行動は広

く認められている国際法の原則に基づいて、現

在進行中の犯罪行為を阻止しようとするもので

ある。私たちは核兵器のない世界と、平和で協力的

な国際文化を奨励するために地球市民として率先し

て行動するものである。

核兵器廃絶に向けて非常に多くの活動やキャンペ

ーン（私たちもそのうちの一つだが）が行われてい

るが、それでも、近い将来全ての核兵器を廃絶する

ということはできないかもしれない。しかし、そう

であったとしても志を失うようなことがあってはな

らない。私たちはベストを尽くすしかないのである。

核兵器廃絶運動の一つ一つが総合的に圧力をかける

のであり、数多くの平和運動のうちのどれが、最終

的に核による大虐殺の瀬戸際から世界を引き戻せる

のかは、誰にも分からないであろう。しかし、私た

ちの核兵器廃絶運動が効果のあるものであり問題解

決の重要な部分であることは確信できる。トライデ

ント・プラウシェアズは、地球上の生命にとって恐

ろしい核の脅威を少しでもなくすための実践的な手

段であり、英国の核兵器とＮＡＴＯの核戦争計画に

対する私たちの承認を撤回する一つの方法である。

何も行動しなかった人ほど大きな過ちを犯した人はいない。

なぜならば、たとえどんな小さな事でも何か出来たかもし

れないからである。　　エドムンド・バーク

1.2　トライデント核ミサイル廃絶運動の
正当ないくつかの理由

• どんな種類の核兵器であろうとそれを使用した

り、使用すると威嚇することは人類に対する犯

罪行為であり、全く不道徳なことである。

• トライデントは犯罪であり、違法である。

• トライデントは核拡散防止条約の第１条と第 6

条に対する明らかな違反である。

• トライデントは有毒な放射性廃棄物で自然環境

を汚染し地球の将来を脅かす。

• トライデント配備は、国際非核地帯の境界を無

視したものであり、地球上のあらゆる人間を原

子力事故の危険にさらすものである。

• トライデントの核弾頭は、英国内を端から端ま

で輸送され多くの地域を原子力事故の危険にさ

らす。

• 不足をきたしている地球の資源と、トライデン

トに費やされる英国民の莫大な税金（現在 15億

ポンド＝およそ 2兆 6100億円）が、社会的に

緊急に必要とされている分野（例えば、保健衛

生や教育）や、国際紛争の根源的な原因に取り

組むことが可能な様々なプログラムから、トラ

イデントのために流用されている。

• 世界中の国々の大多数は核兵器を脅威と感じ、

廃絶を願っている。多くの途上国は、核兵器が

富める国々の利益をまもるために使われる恐ろ

しい脅威の代物だと思っている。

• トライデントは反民主主義的である。核兵器を

所有するという決議は、情報に基づく国民一般

の議論なくして秘密裏になされたものである。

最近の世論調査によると、国民の多くは核兵器

がないほうが英国にとってより安全であると思

っている。

• 英国政府とＮＡＴＯは、自分達でトライデント

を廃絶する意志がない。

• 地球市民には国際法を支持する権利と義務があ

り、地球共同体のために倫理的に行動する権利

と義務がある。そしてトライデントを廃絶する

権利と責務がある。
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1.3 トライデント・プラウシェアズの全
体的概要
15ヵ国から参加している 175 人の活動家達は、同

意に基づく一連の非暴力、安全の基本原則のもとに

団結し、アフィニティ･グループと呼ばれる協力的で

密接な関係にあるグループを組織して英国トライデ

ント核兵器システムの廃絶を目指し、2001年 1 月ま

で結束して準備を進めてきた。各活動家は「核の犯

罪を阻止するための誓約書」（9章 9.1）に署名し、

彼らの名前の公開リストは 3ヶ月毎に政府に送られ

ている。

真剣で思慮ある対話と交渉を求める私たちの声は、

一連の核廃絶の基準と共に繰り返し英国政府に送ら

れている。書簡や対話の概要は３章で見ることが出

来る。真剣で意義深い核廃絶の約束が実現した暁に

は、トライデント・プラウシェアズは非武器化行動

を止めるつもりである。しかし、それまでは、活動

を継続する。

トライデント・プラウシェアズは、1998年 5 月 2

日にエジンバラ(Edinburgh)、ゲント(Gent)、ゴー

テンバーグ(Gottenburg)、広島、ロンドンで、その

活動を始めた。同年 8月、数百人にのぼる活動家が

ファスレーン(Faslane)とクールポート(Coulport)で

行われた最初の公開非武器化行動である二週間の非

武器化キャンプに参加し、100 人が逮捕された。キ

ャンプ終了までに、９人がスコットランド刑務所に

拘留され、多くはヘレンズバラ(Helensburgh)地方

裁判所で裁判を受けた。非武器化行動は封鎖やフェ

ンスの切断から深夜、トライデント潜水艦にむかっ

て湖を泳いで渡ることまで及んだ。このとき以来、

３ヶ月毎に公開の非武器化キャンプを行い、いつも

基地の警備を突破している。

2000年11月までに逮捕者の数は775人におよび、

地元の裁判所はあまりの数に閉口し、初犯の大多数

は裁判にまで持ち込まれていない。活動の大半は、

「最小限度」の非武器化行動（例、封鎖、フェンス

の切断）であるが、「最大限度」のアクションも８

回におよんだ。そのうち３回は成功裡に終わった。

1999年 2 月、レイチェル(Rachel)とロージー(Rosie)

はバロー(Barrow)で英国軍艦ベンジャンス

(Vengeance)のテスト装置を、1999年 6 月、エレン

(Ellen)とウラ(Ulla)とアンジー(Angie)はゴイル湖

(Loch Goil)でメイタイム(Maytime)を、2000年 11

月、スーザン（Susan）とマーティン（Martin）は

ウィタリング(Wittering)英国空軍基地で核弾頭輸送

車を、それぞれ非武器化することに成功した。

トライデント・プラウシェアズの活動家達は、英

国政府が自らトライデントを廃絶するまで非武器化

行動を継続する決意である。

現在までの詳細な活動報告に関しては４章に書か

れている。

1.4　活動予定
毎年２月、５月、８月、11月の年４回、「公開」

非武器化行動を実行しているが、これはクールポー

ト、ファスレーン、オルダーマストン(Aldermaston)

のいずれかで行われる。２月と 11月は通常週末に行

われ、５月は一週間、８月はクールポートで二週間

の非武器化キャンプが行われる。またこの他にも、

各アフィニティ･グループは、自分達の好きなときに

トライデント関連サイトにおいて「非公開」の非武

器化行動を自ら計画、遂行できる。

非武器化行動の日時や場所の最新情報に関しては、

01436 679194または01324 880744に連絡するか、

事務局に手紙で問い合わせるか、私たちのホームペ

ージを見ていただきたい。トライデント･プラウシェ

アズ･ニュースラインでも最新情報を提供している。

（詳細は 10章参照）

人とその人の持つ意見とは、はっきり区別すべき

である。̶̶意見というものは、いわば衣服のよう

なものであり、自分の思うままに変えることができ

る好みや流行の類である。意見を本質的な物事の核

心であると勘違いしてはならない。

　　　　マーク・ソムナー　(Mark Somner)
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1.5　なぜ今、非暴力直接行動、この活動
なのか？

なぜ非暴力直接行動か？

非暴力という概念はトライデント・プラウシェア

ズ運動の行動原理として、様々な理由のもとに選択

された。

• 私たちのビジョンは暴力に支配されている世界

のためではなく、非暴力で紛争を解決して意義

のある成果を勝ち取ろうとする協力的で寛大な

世界のためのものである。これが私たちのアフ

ィニティ・グループでの活動のあり方である。

一方トライデントは力による支配と全滅への威

嚇に頼る思考方法がもたらした結果を象徴する

ものであり、極度の暴力を表

すものである。したがって、

トライデントに反対するさま

ざまな方法は、私たちがトラ

イデントの代わりに何を望む

かという私たちのビジョンと

一致していなければならない。

トライデント・プラウシェア

ズの目的の重要な部分は、非

暴力による直接行動は地球上

で最も憎悪に満ちた殺戮兵器

よりもずっと力があることを示すことであり、

それは完璧に可能なことなのである。

• トライデントは、軍隊と法制度と政治体制によ

って支えられている。故に私たちは非常に暴力

的なシステムに立ち向かっているのだというこ

とをしっかり認識していなくてはならない。暴

力は一致団結した抗議行動に対する一般的な反

応である。そのシステムは、より過激な暴力を

行使することで暴力的抗議行動に対応するよう

に考えられているが、非暴力抵抗運動に対処す

る専門的知識や技術はあまり持ち合わせていな

い。私たちは、暴力に対しては万全の態勢をと

らなければならないが、その対応は穏やかで平

和的なものでなければならない。私たちは、行

き詰まった状況に新しい創造的な原動力をもた

らそうとしているのである。それは、暴力によ

っては成立し得ないことなのである。

• 非暴力介入は、本質的に暴力的または不公正な

状態に、広汎な注目と変革をもたらすものであ

る。私たちは、勝者と敗者という立場で敵を打

ち負かそうとしているのではなく皆が勝利する

ために状況を変革することを求めているのであ

る。

• 暴力で紛争を解決することは、敵対者に対する

危害を正当化するために彼らの人間性を奪おう

とするものである。一方、非暴力で紛争を解決

することは、純粋に同じ人間として相手に関わ

っていくため、肩書きや制服やスーツなどでは

なく常に本質を見据えている。たとえ敵対者が、

攻撃的で暴力的であったとしても、私たちは冷

静でいられるような手法を実践し、その状況に

おける危険を取り除こうと努力

するだろう。どんな核廃絶運動

であれ完璧で長続きするために

は、すべての人々の活発な参加

と支援が必要である。実際、こ

のプラウシェアズ運動の中で私

たちが積極的に抗議運動を行っ

ているまさにその相手が、決断

を下し、核弾頭を取り外すとい

う行為を実行しなければ、私た

ちの核廃絶運動は終結すること

にはならないのだ。私たちは、お互い共に生き

ていかなければならないのである。

なぜ、今この運動なのか？

核兵器反対のキャンペーンは５０年以上にわたり、

つまり核兵器が存在している年月と同じ期間続けら

れている。本章の 1.7 には、政府に対し核兵器廃絶

を求める全国的、国際的試みについての簡単な概要

が述べられている。これには世界中の何百万もの人々

が関わり、非常に広範囲におよぶ運動が含まれてい

る。にもかかわらず、核保有国は、今なお核兵器を

持ち、それらを配備し、新しい核兵器の開発、研究

を続けている。もしも核保有国が核兵器を廃絶する

という条約義務を無視するのであれば、非核保有国

が核兵器を開発しないという協定をまもることは期

待できない。1998年 5 月のインドとパキスタンの核

実験は非常に明白な例であるし、数多くの国々がこ
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の先例に従おうとしている。

しかしながら、私たちは今、地球規模の核兵器廃

絶が以前にも増して達成可能な時代にいる。超大国

間における戦争を阻止するという核兵器の存在理由

は、もはや成立しない。多くの核兵器と同様にトラ

イデントは、冷戦構造を視野に入れて企画、製造さ

れており、今日その明白な軍事的役割は存在しない。

核保有国には、核兵器廃絶に向けて行動するという

明確な条約義務がある。これは 2000年の核不拡散条

約再検討会議で、核保有国と非核保有国双方により

再度はっきりと確認された。国連軍縮会議は、その

ような行動を実現させるための格好のフォーラムと

いえる。1996年 7 月に出された国際司法裁判所（世

界法廷）の勧告的意見は、一刻も早くこの義務を果

たすよう核保有国に対して圧力を強めた。世界法廷

の勧告的意見に至る全プロセスは、多くの非核保有

国を勢いづかせ、より一層の圧力がかけられるよう

になった。キャンベラ委員会は、核兵器廃絶が可能

であることを明確に証明し、核保有国が廃絶を実施

する上で障害となるとして挙げた技術的、科学的問

題を処理するために多くのことを行った。世界各国

の 62人の将軍と海軍大将は公然と、軍の兵器庫に

次々と核兵器が搬入されることに反対意見を述べた。

この中の一人、リー・バトラー（Lee Butler）将軍

は、1994年に退職するまで米国戦略総司令部の最高

司令官であり、全米空軍・海軍戦略核戦力の責任者

であった。彼の声明は私たちのホームページで閲覧

できる。

1998年 6 月にブラジル、エジプト、アイルランド、

メキシコ、ニュージーランド、スロベニア、南アフ

リカ、スウェーデンの外相は、地球上から核兵器を

廃絶させる断固たる行動を要求する共同声明を発表

した。彼らは「核兵器のない世界を目指して、多国

間で交渉された、法的拘束力のある、世界共通の手

続きを達成する努力を惜しまないこと」を誓った。

新アジェンダ連合（New Agenda Coalition）として

知られるようになったこの連合は、国連総会に議案

を上程することでこの宣言を実行に移した。これら

の決議に対する各国の投票は、圧倒的多数による賛

成、核保有国による反対、そしてNATO加盟国間で

の意見の相違を明らかにした。

国内で公共事業への資金供給という現実の問題が

存在しているにもかかわらず、核兵器に巨額の経費

が費やされることに対し、世論は疑義を唱えている。

1998年の「戦略防衛の見直し（Strategic Defence

Review）」で英国政府は、トライデントミサイルシ

ステムの警戒体制をいくらか縮小し、核兵器の威力

に関する透明性をより高め、トライデント核弾頭の

数を削減するという小さな一方的軍縮を行った。し

かし、これは地球規模の核廃絶へむけての促進剤と

は到底なりえず、またそれを目指したものでもない。

英国政府は、米国とロシアが自国の核兵器を英国と

同等のレベルに削減するまで、核兵器廃絶の交渉に

はつかないという態度を明らかにした。

私たちは、草の根レベルから軍事、外交に至るあ

らゆるレベルで圧力をかけている状況にある。核保

有国は自分達の立場を正当化することが著しく困難

になってきていることを認めている。教育や説得、

ロビー活動は至るところで絶え間なく続けられてお

り、交渉を続行することは極めて重要である。これ

までのところ、核保有国はこれら全てに抵抗してい

る。トライデント・プラウシェアズは、さらなる進

展を目指してこうした状況に圧力をかける運動の一

つである。

多くの抗議行動において、特に、遠大な社会的政

治的変革を求めて行動する時には、不公正な現状を

保護している法律に対して、しばしば異議を申し立

てる必要が生じる。モハンダ・ガンジー（Mohandas

Gandhi）は、インド独立闘争で何千もの人々と共に

法律を犯し、刑務所に入れられた。1955年ローザ・

パークス（Rosa Parks）は、白人男性にバスの座席

を譲ることを拒否することで法を犯し刑務所に入れ

られた。この件は、マーチン・ルーサー・キング(Martin

Luther King)と共に数千人が法律を犯して刑務所に

いれられた 1950~1960年代の米国公民権運動の起

爆剤となった。南アフリカでは、アパルトヘイト支

配体制の崩壊以前、何千人もの人々が国家や地方の

法律を犯して刑務所に入れられた。

活動家の中には、トライデント・プラウシェアズ

活動が合法的なものか否か確信が持てなかったり、

実際に法律にうたわれていることについて曖昧さを

感じたりする人がいるかもしれないが、それは当然

のことともいえる。トライデント・プラウシェアズ

の活動家は、この核兵器廃絶運動を単に愛による行
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為として正当化してかまわないのである。自分が望

まない限り、そうした行為を法的に正当化しなくて

もかまわないのである。しかし、中には、法を犯し

ているのは核兵器国家の方であるということを示す

ために、法律を持ち出す手段を選ぶメンバーがいる

かもしれない。私たちはこの方面で実に大きな前進

を果たしており、特にスコットランドの法廷ではめ

ざましいものがあった。4章の「これまでの活動報

告」、6章 6.7 の「英国トライデントの犯罪性」、7章

7.5 の「弁論の概要」を参照されたい。

また、非暴力直接行動は多くの場合、国内の法律

と相容れない高い道徳的、倫理的原則にしたがって

着手されるという事

実を示すことを望む

メンバーもいるだろ

う。その場合は皆が

公然と法的プロセス

に身を委ね、このよ

り高い道徳法に基づ

いて弁護を行うこと

が重要である。

不公正であったり、

不当な現状を保護す

る法律に異議を唱え

ることは、誰もが選

択するような行動で

はないが、多くのプラウシェアズグループの活動の

中心となるものである。法的プロセスに身を委ねる

覚悟がない人々が、覚悟して行動している活動家を

サポートする様々な機会がある。トライデント・プ

ラウシェアズの誓約書は、サポートを提供したい人

と、法制度に立ち向かうことができる自由な立場に

いる人の、両方の人々のために特別に考案されてい

る。

公然と責任を持って実行された法的な挑戦は、民

主的な手順に不可欠の要素となり得るし、一般の人

達が変革を実現できる合法的な方法である。外交上

の圧力や大衆によるキャンペーン運動によって変革

を促進するには、市民による抵抗運動を含む非暴力

直接行動という更なるはずみが必要な場合がある。

非暴力直接行動は、伝統的なキャンペーン活動に取

って代わるというよりはむしろ補足的なものであり、

社会の大勢となっている声にもっと耳を傾けてもら

うのに有効である。

私達は、あらゆる非暴力的手段を自由に行使する

のにまたとない時代にいる。

1.6 現在までの歴史的背景とプラウシェ
アズ運動の哲学

プラウシェアズ運動は北アメリカの信仰に基づい

た平和運動を起源とする。1970年代、多くの司祭や

修道女はベトナム戦争に反対し始めた。結果的にそ

の動きは、非宗教的な急進的政治運動へと繋がって

いった。ベトナム戦争が終

結したとき、軍備拡大競争

と核兵器は抵抗運動の焦点

となった。深刻な緊迫感が

あった。単なる普通の抗議

では充分ではなかった。核

軍備拡大競争はエスカレー

トし続けたのだった。人々

は、より対決姿勢の強い非

暴力抵抗運動への参入に反

応した。その基本的な理論

的根拠とは、もし人々が自

分の国の戦争で自らの命を

かけることを要求されるの

であれば、私たちは進んで平和のために何かを危険

にさらすべきである、ということである。カトリッ

ク・ワーカーズ（Catholic Workers）や、米国ボル

チモアのヨナ･ハウス（Jonah House）のような共同

体は、運動の基点となった。これらの共同体は、都

心部の貧しい人々のための連帯活動（スープキッチ

ンやシェルターなど）と、米国の戦争兵器に対する

非暴力抵抗運動を結合させた。

最初のプラウシェアズ活動は 1980年に実行され

た。９月９日、「プラウシェアズ・エイト

（Ploughshares Eight：プラウシェアズの８人）」

は、米国ペンシルベニア州のキング・オブ・プルシ

ア（King of Prussia）にあるゼネラル・エレクトリ

ック社の工場に侵入した。そこでは、マーク１２Ａ

核弾頭の円錐形の先端部が製造されていた。８人は、

イザヤ書（２章４節）とミカ書（４章３節）の「こ
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うして彼らはその剣を打ちかえて鋤とし」という聖

書の預言を実行し核弾頭の円錐形の先端部二つをハ

ンマーで叩き、書類に血をふりまいた。彼らは逮捕

され、陪審による裁判にかけられた。そして、１年

半から 10年の刑を宣告された。10年におよぶ連続

上訴の後、彼らは既に服役していた数日間から 23ヶ

月半までの刑を再度宣告された。

プラウシェアズ運動は旧約聖書から生まれた名前

であるが、キリスト教徒やユダヤ教徒の運動ではな

い。異なる信仰や人生観を持つ人々をも含むもので

ある。実際、多くのプラウシェアズグループのメン

バーは、異なる宗教を信じ人生観を持っている。あ

る人々は自分達の活動がイザヤ書の預言から生じて

おり、神の王国を証明していると信じている。非宗

教的な観点から活動に参加している人達は、自分達

の活動は本来、ある人道主義者によって動機づけら

れたものであるかまたは、貧しい人々との連帯と非

暴力に対して良心に満ち、強い責任感を持ったもの

であると思っている。また、さまざまな宗教、道徳

そして政治的な信念を持つ人々もいる。これらの人々

に共通しているのは、戦争の廃止を目指し、兵器や

軍事関連産業を生命を肯定する平和産業へと転換さ

せ、紛争解決のための非暴力による方法を進展させ

ようと努力していることである。

「プラウシェアズ・エイト」の行動以来、多くの

人々が核兵器廃絶運動を続けてきた。家庭用ハンマ

ーのような簡単な道具を使い、小規模ではあるが効

果的な方法で、普通の人々による核兵器廃絶運動が

続けられてきた。1997年 8 月までにオーストラリア、

ドイツ、オランダ、スウェーデン、英国、米国で 140

人を超える人々が 60以上のプラウシェアズ活動に参

加してきた。最小規模の活動グループは、たった一

人のもので、サポーターが一人しかいない「ハーモ

ニック・ディスアーマメント・フォー・ライフ

（Harmonic Disarmament for Life：命の調和非武

器化）」であり、最大規模の活動グループは、９人で

構成された「トライデント・ナイン（Trident Nein：

トライデントの９人）」だった。

これまでに数多くのさまざまな核兵器システムが

非武器化された。それらは、米国先制攻撃核兵器シ

ステムの構成要素となっているもので、エムエック

ス（the MX）、パーシング II(Pershing II)、クルー

ズ(Cruise)、ミニットマン大陸間弾道弾(Minuteman

ICBM’s)、トライデント II ミサイル、トライデント

潜水艦、B-52 戦闘機、P-3オリオン対潜水艦戦闘機、

ナブスターシステム(NAVSTAR system)や、核兵器

搭載可能戦艦などのようなものであった。軍事介入

目的で使用されるヘリコプター、F-111、F-15E戦

闘爆撃機やホーク戦闘機もまた、対空ミサイル発射

装置、バズーカ催涙弾発射装置やAK-5 自動小銃と

同様に、非武器化された。見本用の武器もまた兵器

見本市で非武器化された。

プラウシェアズ活動において最も一般的な方法は、

ハンマーを使うことである。普通の家庭用ハンマー

である。活動家達は、ミサイルの円錐形の先端部や

装填された機械装置、砲尾照準器、銃身、制御盤、

砲架、ミサイル懸吊架、爆弾誘導アンテナなどをハ

ンマーで叩いた。ハンマーは、非武器化への道を開

くために使用される。ハンマーは、創造のためばか

りか破壊のためにも使われ、それは戦争関連の製品

を生活向上のための生産へと転換することへの緊急

性を指摘するものである。

他の方法で非武器化したプラウシェアズ活動家達

もいた。ある者は米国ウィスコンシン州のクラム湖

（Clam Lake）の近くにある極低周波通信システム

送信所を、手おのやのこぎりなどの道具を使って３

本の極低周波用電柱を切り倒し、地上の電線を切断

することによって非武器化した。これが 1987年の「ハ

ーモニック・ディスアーマメント・フォー・ライフ

1987（Harmonic Disarmament for Life 1987：命

の調和非武器化）」である。コネティカット州、グロ

トン（Groton）のエレクトリック・ボート造船所

（Electric Boat shipyard）に停泊していたトライデ

ント米国艦船フロリダ(The Trident USS Florida)を

警備用ワゴン車で非武器化した者もいた。ピーター・

デモット（Peter DeMott）は、キーが付いたままの

無人のワゴン車に気づき、それに乗り込んでトライ

デント潜水艦に繰り返し衝突し、かじをへこませた

のである。これが 1980年の「プラウシェアズ･ナン

バー２（Plowshares Number２：プラウシェアズ活

動No.2）」である。また 1986年、「サイロ･プラウ

シェアズ（Silo Plowshares：地下格納庫プラウシェ

アズ）」は、ミニットマンミサイルの地下格納庫二つ

を非武器化したが、その方法は、ミサイル打ち上げ
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の際に開閉する 120 トンの地下格納庫の覆いを移動

するためのギア付きの主要軌道を大ハンマーで叩き

壊したのである。彼らはまた、電気配線を切断し、

石工職用のハンマーで電子感知装置にダメージを与

えた。

プラウシェアズ活動に関わる人達は、十分な精神

面の準備と非暴力の訓練を行って共同体をつくり上

げてきた。そして、活動に伴う危険性にも充分に配

慮している。活動のさなかにいかなる暴力も発生し

ないように広範囲にわたる注意が払われている。プ

ラウシェアズ活動家達は、非武器化行動を行った後

は全ての責任を引き受け、その行動が提起している

特定の問題：核兵器、弾圧的な政権への武器輸出、

軍事防衛、民主主義、連帯などについて、公判で陳

述するために静かに逮捕を待つのである。私たちは

核兵器廃絶についての民主的解決に向けた意見の一

致を目指しているのだ。

プラウシェアズ活動家の経歴は非常に多岐に渡っ

ている。子をもつ親、祖父母、

退役軍人、元弁護士、教師、

芸術家、音楽家、詩人、牧師、

修道女、家屋塗装業者、大工、

著作家、ヘルスケアワーカー、

学生、庭師、ホームレスと貧

民の擁護者などが、プラウシ

ェアズ活動に参加してきた。

「イージス･プラウシェア

ズ（Aegis Ploughshares：

アイギス[ギリシャ神話より]

プラウシェアズ）」と「ファースト･オーストラリア・

プラウシェアズ･グループ（first Australian

Ploughshares group：第一オーストラリア　プラウ

シェアズ　グループ）」を除き、全てのプラウシェア

ズ活動家は、その活動により起訴された。ほとんど

のプラウシェアズ活動家が、無罪を申し立て裁判に

かけられたが、数人のプラウシェアズ活動家と軍縮

活動家は、自分達に対して告発された罪に対して「有

罪」か「不抗争」かのどちらかを選択した。現在ま

で 3例を除いて全ての裁判は、有罪判決となった。

１番目の例外は「シード･オブ･ホープ（Seeds of

Hope：希望の種）」の四人の女性だった。彼女達は

英国の「イースト･チモール･プラウシェアズ（East

Timor Ploughshares：東チモール・プラウシェア

ズ）」のグループで、インドネシアに輸出される運命

にあったホーク戦闘機を非武器化した。1996年 7 月

にリバプール（Liverpool）の陪審は彼女達を無罪と

した。２番目は、1999年 10月、スコットランドの

グリーノック州裁判所（Greenock Sheriff Court）

で３人のトライデント・プラウシェアズ活動グルー

プの女性がゴイル湖（Loch Goil）の真ん中にあるト

ライデント研究所を非武器化した後、無罪を宣告さ

れた。より最近では、シルビア・ボイズ（Sylvia

Boyes）とリヴァー(River)が、トライデントにむか

って泳いでいるとき逮捕され、器物損壊共同謀議の

疑いで告発されたが、2001年 1 月、マンチェスター

（Manchester）刑事裁判所の陪審は二人に無罪を宣

告した。「エピファニー・プラウシェアズ（Epiphany

Ploughshares）」のメンバーは、先例のない５回の

無効審理と３回の裁判にかけられ、評決不能に終わ

った。

裁判の間、ほとんどの被告

は専門家の法的アドバイスを

受けながら自分で弁護を行っ

た。多くのプラウシェアズ活

動の被告は、自分達の活動が

道徳的にも法律的にも正当性

のあるもので、意図するとこ

ろは生命を守るためであって、

罪を犯すことではないという

ことを示そうとした。ヨーロ

ッパにおける事情とは異なり、

ほとんど全ての米国の判事は、この証言を否定し、

正当とする根拠・必然的抗弁を禁止した。「エピフ

ァニー・プラウシェアズ」と「パクス・クリスティ・

スピリット・オブ・ライフ・プラウシェアズ（Pax-

Cristi Spirit of Life Ploughshares ：パクス・クリ

スティ生命の息吹プラウシェアズ）」の裁判を担当し

た判事も含め数人の米国の判事は、発言禁止命令を

出し、彼らの活動の真実についての発言に対し、法

廷侮辱罪を課した。プラウシェアズ活動で有罪を宣

告された人達の判決は、執行猶予つきのものから禁

固 18年におよぶものまであった。禁固刑の平均は一

年から二年の間であった。

米国ワシントンＤＣの「ドロシー・デイ・カトリ

核の時代の主たる特質とは次のようなも

のである。人は、歴史上初めて、同じ仲間

である人類を滅ぼしてしまう技術と、意図

的にあるいは偶然に、たった一つの動作で

それを遂行する技術を手に入れた。この状

態がもたらす事実の深刻さはいまだに十分

理解されていないようである。

　　ジョセフ・ロートブラット教授

ノーベル平和賞受賞
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ック・ワーカー・ハウス(Dorothy Day Catholic

Worker House)」のアート・ラフィン（Art Laffin）

は、「私の考えでは、プラウシェアズ活動が基本的

に望んでいることは、工場や基地へ侵入したその瞬

間から話し合い理解し合うことであり、法廷や刑務

所での証言を通じても理解し合うことである。つま

り、非暴力の愛の力は暴力による軍事力に打ち勝つ

ことができるという基本的な信念、全ての生命への

畏敬の念、貧困と軍拡競争の犠牲者にもたらされる

べき正義の主張、兵器を解体しそれらを有益なもの

に転換する責任を受け入れること、そして正義と和

解の道に向けた精神的転換を望んでいるのである。

このようにプラウシェアズ活動のメンバーは、兵器

の物理的解体と精神の個人的武装解除は密接に関連

していると信じている。フィル・ベリガン（Phil

Berrigan）が『私たちは、兵器を非武器化すること

によって自分達自身を武装解除しようとしている』

と述べているように。」

プラウシェアズ活動を行っている人達は、非暴力

の呼びかけに真剣に応えようとする、弱いところも

持ち合わせた、普通の人々である。これらの活動は

美化されたり軽々しく受け取られるべきではない。

この人々は、大きな危険を冒し、孤独を味わい、刑

務所での非人間的な扱いを経験している。また多く

の耐えがたい、個人的な、家族をも巻き込んだ苦難

に立ち向かわなければならないのだ。活発な非暴力

抵抗運動の共同体をつくり上げ維持していくには運

動に打ち込む必要があるし、さまざまな問題を抱え

込むことにもなる。しかし、さまざまな限界や欠陥

を伴いつつも、このような活動は、もし人々が紛争

に対処する際の非暴力の方法を学び、文字通り私た

ちの時代の剣を打ちかえて鋤にするという行動も含

め、進んで軍備撤廃への道を歩みだそうとするので

あれば、私たちが戦争や兵器のない世の中に住むこ

とが可能であることを伝える力強いメーセージとな

るのである。これらの活動は通常、国家によって犯

罪とみなされてはいるが、暴力の時代における希望

の証しと考えられるべきである。各々のプラウシェ

アズ活動は多くの類似点を持っているが、結果的に

各活動は独自性があり、一つの学習過程であり、事

実一つの試みなのである。

1.7 現在に至るまでの核兵器反対運動の
概略と年代記

英国における反核運動

他国と同様、英国におけるキャンペーン活動も嘆

願書や声明、公開集会、会議、ロビー活動、示威行

動、ピースキャンプ、非暴力直接行動、法的手続き

といった広範囲にわたる方策を用いてきた。英国の

グループは海外の国際運動と数多く行動を共にして

きており、英国における活動の盛衰は、世界の活動

の反映でもある。そのような中で「反核運動

（Campaign for Nuclear Disarmament[CND]）」

は、40年以上持続している点で際立っている。

1945-62

米国における状況と同じく、核廃絶の最初の組織

的取り組みは、科学者達から起こった。特に、1996

年にノーベル平和賞を受賞することになるジョセ

フ・ロートブラット（Joseph Rotblat）と、キャス

リーン・ロンズデイル（Kathleen Lonsdale）の二

人に刺激されて 1946年、「原子力科学者協会

(Atomic Scientists Association)」が結成された。

1950年にケンブリッジ（Cambridge）の科学者 100

人は、水素爆弾を開発しないよう政府に要請した（他

の活動については国際項目を参照）。　1950年代は、

1949年結成の「平和の誓い連合(Peace Pledge

Union)」によって設立された「非暴力委員会(Non-
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Violent Commission)」の結成とともに、街頭抗議

運動の種がまかれた。後に、そのうちの数人のメン

バーは「オペレーション・ガンジー(Operation

Gandhi)」を結成し、彼らは 1952年に国防省の外で

座り込み抗議を行い、そしてその後まもなく、オル

ダーマストン、ミルデンホール（Mildenhall）、ハー

ウェル（Harwell）や他の場所でも示威運動を行った。

このグループのメンバー達は、1957年に「核戦争反

対直接行動委員会(Direct Action Committee

Against Nuclear War)」を結成し、次々と厳しい困

難な任務を果たした。核戦争反対直接行動委員会は

1958年、最初にオルダーマストンのデモ行進

（Aldermaston March）を組織し、軍事基地や核保

管施設で占領や座り込みを続行した。この委員会は

1961年に CNDと合併した

水素爆弾や大気圏内の核実験による死の灰、そし

てますます差し迫った冷戦の緊迫感に対する懸念は、

「100 人委員会（Commission of 100）」を通してさ

らに進んだ直接行動を組織化する方向へと導いた。

それは 1960年にバートランド・ラッセル（Bertrand

Russell）とマイケル・スコット牧師（Rev. Michael

Scott）による「実行か死か（Act or Perish）」のア

ピール声明によって始められたものである。その主

目的とは、原爆に対する大規模な市民抵抗運動を生

み出すことであった。その最初の活動は、1961年の

国防省での座り込み抗議であり 5000人が参加した。

同年トラファルガー広場（Trafalgar Square）では、

12000 人による座り込み抗議があり、そのうち 1300

人が逮捕された。そして 3ヵ所の米軍基地と 4市に

おいて 7000人が座り込みに参加し、およそ 800 人

が逮捕された。市民抵抗運動と同様に、1954年、100

万人が署名した原水爆反対の嘆願があり、それは軍

縮会議と国連の強化を要求するものであった。また

「全英核実験反対運動（National Campaign Against

Nuclear Weapons Testing [NCANWT]）」によって

デモ行進と集会が実施され、1957年の英国クリスマ

ス島水爆実験に対し、2000人の女性が抗議した。こ

れは、ＣＮＤ結成に大きく寄与したNCANWTの地

域グループによるものだった。

ＣＮＤ（反核運動）それ自体は、1958年 2 月に 5000

人以上が出席したロンドンの集会で発足した。この

集会（個人と 100 以上の地域グループを結びつけた）

と後のオルダーマストンのデモ行進(Aldermaston

March)は、国民的意義のある草の根の反核キャンペ

ーンを展開した。1962年までにハイドパーク（Hyde

Park）のデモ行進に参加した人の数は 15万人に達

した。

スコットランドでは、米国のポラリスミサイル潜

水艦の基地であるホーリー湖（Holy Loch）とクラ

イド（Clyde）に活動が集中した。1961年に二つの

座り込み抗議が行われ、１つは「直接行動委員会

(Direct Action Committee)」によって、もう一つは

数ヶ月後に「100 人委員会(Committee of 100)」に

よって、トラファルガー広場での活動に呼応するべ

く組織された。多くの地方自治体がポラリス反対の

決議案を可決した。これ以前に 1958年、エジンバラ

で結成された「核実験廃止スコットランド会議

(Scottish Council for the Abolition of Nuclear
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Weapons Tests)」が開催された。これは、クリスマ

ス島の核実験に反対して 1957年に発足したエジンバ

ラのグループから発展したものである。スコットラ

ンド反核運動（ＣＮＤ）は、これらのグループ（や

他のグループ）から徐々に発展したものであり、1959

年 5 月にグラスゴー(Glasgow)で 4000人が参加した

デモ行進の後、発足した。

1963-1980

1963年の部分的核実験禁止条約は、大惨事になり

かけたキューバミサイル危機と大気圏内の核実験に

対する世界的な懸念の結果、実現したものである。

この条約が結ばれたことにより、反核の緊張は弱ま

り抗議運動は減少した。にもかかわらず、核攻撃後

の結果を描いたピーター・ワトソン（Peter Watson）

の映画「戦争ゲーム（The War Game）」は、BBC

による放映が禁止された（結局、1980年代に放映さ

れたのだが）。60年代、70年代には核の問題を取り

上げた映画や本や研究が数多くあったが、これらは

環境問題に対する意識が高まるにつれて反核運動に

繋がり始めた。1970年に CNDが主唱者となって、

40を超える平和、宗教、労働組合のグループが、会

議や共同活動を開始するために一堂に会した。1987

年、中性子爆弾に反対する嘆願書には 25万人が署名

した。

1980 年から現在まで

地上基地発射核ミサイルを西ヨーロッパと英国に

配置するという 1979年のNATOの決定は、新しい

形の抗議運動をもたらした（次の国際項目を参照）。

数千人がグリーナムコモン（Greenham Common）

とモールワース（Moleworth）のミサイル計画用地

でデモに参加した。1981年からグリーナムコモンで

は常設のピースキャンプが置かれ、それは 1982年に

女性キャンプとなった。非常に大規模なCNDデモが

（1981年と 1982年で 25万人に及んだ）ロンドン

を初めとする多くの都市で行われた。ウェールズの

ブリジエンド（Bridgend）では、核の貯蔵庫建設を

ストップさせるための非暴力直接行動が成功のうち

に行われた。マンチェスターは 1980年に自ら非核地

帯（Nuclear Free Zone）を宣言した最初の都市で

あり、次の数年の間に 140 の州議会が先例に従った。

こうした地方自治体との事実上の協力を得て行われ

た街頭行動、ビラ配り、報道機関への手紙や公開討

論によって、核を推進する政府の市民防衛キャンペ

ーン「 保護と生存（Protect and Survive）」は崩壊

した。科学者達は核戦争の影響についての研究や公

表を活発に行って積極的に活動に参加した。それら

は「スコープ・レポート(SCOPE Report)」や「サナ・

核の冬キャンペーン（ SANA nuclear winter

campaign）」として知られている。1980年には英国

の非核防衛と外交政策の代案を調査するために、ブ

ラッドフォード大学平和研究科（Bradford

University School of Peace Studies）と他学科の

支援によって「代替防衛委員会（Alternative Defence

Commission）」が独立した組織として設立された。

この委員会が 1983年と 1987年に発表した二つの報

告書は大きな議論を巻き起こし、労働党、自由党や

他の政党は核廃絶に向けて力強く動き出した。（後

にこれは逆戻りした。）

グリーナム（Greenham）での活動も続けられ、

1982年には 3万人の女性が基地を包囲した。1983

年 5 月 24日は、「軍備廃絶国際婦人デー

（International Women’s Day for

Disarmament）」で、女性のピースキャンプが米国、

NATO、英国の他の場所に設置された。ファスレー

ンピースキャンプは、1982年にクライド基地に設置

されたが、それは名目だけの僅かなレンタル料を払

い、ストラスクライド（Strathclyde）の地方議会か

ら計画への許可をとりつけたものだった。1980年代

後半、彼女達は徹夜の見張りや基地の封鎖、侵入に

加えて、海上活動も開始した。こうした彼女達の役

割は、クライド基地がトライデント潜水艦の母港に

なったとき、より大きなものとなった。

雪だるまキャンペーン（Snowball Campaign）は、

1984年に始まった。そのねらいは、平和と核廃絶に

対して大きく広がった大衆の願いを直接行動によっ

て示すことだった。キャンペーンに参加した人達は、

地元の核基地でフェンスの金網を切断し自主的に逮

捕された。3000人近い人達が３年間に 42ヶ所でキ

ャンペーンに参加し、2419人が逮捕された。1980

年代には「戦争に反対する国際法（International Law

Against War[INLAW]）」や「パクス･レガリス（Pax

Legalis：法による平和）」や「法と平和のための協
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会（Institute for Law and

Pease[INLAP]）」などによ

るキャンペーンを通じて起こ

された数多くの裁判があった

が、こうしたキャンペーンの

ねらいは、政府のメンバーに

対して、人々を扇動して大量

虐殺やジュネーブ協定の重大

な違反を犯させた共謀の罪で

告発することをも視野に入れ

たものだった。これらの「告

発」は、よく地域のマスコミ

に取り上げられ、支持を得た。

しかし（予想されるとおり）、

多くの裁判官が「公益」を理由に訴訟を却下したり、

キャンペーン参加者を訴訟濫用罪で告発したりした

ので、それ以上の進展は得られなかった。非常に成

功をおさめた法律キャンペーンは、1987年に開始さ

れた世界法廷プロジェクトだった。（次の国際項目

と 6章の 6.7 を参照）

米国とソ連（後のロシア）との間の START（戦略

兵器削減条約）の交渉、CTBT（包括的核実験禁止条

約）、NPT（核拡散防止条約）の更新、そしてとりわ

け冷戦の終結に伴い、80年代よりも核の危険性が減

少していると思われたことで、核の脅威に反対する

大衆の意見を結集するのは一層困難になった。それ

にもかかわらず、CND（反核運動）は（80年代初頭

よりも少ないメンバーではあるが）今なお国内にお

いても、数百の地元グループにおいても活発である。

1996年に設立された「アボリション 2000（Abolition

2000）」は、全ての平和団体と反核団体を結びつける

ことを目指すものである。「グリーンピース」は、

大西洋でのフランス核実験に反対して世間の注目を

集める行動をとった。そして、「地球の友（Friends of

the Earth[FOE]注：国際環境保護団体）」とともに

放射性廃棄物の投棄に反対する行動を行った。近年、

核の力とプルトニウム経済には大きな注目が向けら

れた。「非核地帯を宣言している地方自治体(Nuclear

Free Local Authorities)」は、今なお核の輸送、安

全、廃棄物、兵器産業から平和の事業への転換の問

題と取り組んでいる。「ニューク・ウォッチ

（Nukewatch：核の番人）」は、英国内の道路を走

っている核の輸送部隊を追跡して自分達のトラック

で核の輸送隊をストップさせるというキャンペーン

に数百人の地元市民を結集させた。そしてまた、頻

繁に起こっている事故や深刻な核の汚染の可能性を

公表した。ファスレーンピースキャンプは、議会の

方針変更によって立ち退きの脅威のもとにあるが、

今なお闘っている。

大きく変化した世界において、トライデントが引

き続き存在していることは、英国が核による全滅へ

の道を歩むのではなく、紛争を平和的に解決するよ

うな国に変わることを願って平和運動を力強く進め

る英国のキャンペーン参加者全員に対する挑戦であ

る。

国際的反核運動

国際レベルでの反核キャンペーンはさまざまな形

で行われている。たとえば、科学団体による公開状、

請願書、会議、ロビー活動；法律や政府との間に確

立されたパイプを通じての専門家や市民による活

動；そしてさまざまな形での「街頭」抗議行動（デ

モ行進、封鎖、直接行動、ピースキャンプ）。これら

の活動のうち 1、2種類は 1945年以来ほとんどずっ

と続けられてはいるが、核の開発や配置や危機に呼

応してその動きは山あり谷ありであった。

1945年からの数年間は、科学者達が主として反核

運動を導いていた。（外交レベルでは、1949年にジ

ュネーブ協定の議定書が制定されたが）。「原子力科
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学者連盟（Federation of Atomic Scientists）」は、

「米国原子力委員会（US Atomic Energy

Commission）」の文民統制のため徹底してロビー活

動を行い、ある程度の成功をおさめた。冷戦が深ま

る中、ラッセル・アインシュタイン宣言（ライナス・

ポーリング（Linus Pauling）とジョセフ・

ロートブラット（Joseph Rotblat）も署名

している）によって、最初のパグウォッシ

ュ会議が 1957年に開催されるに至った。

パグウォッシュ会議とは、核兵器に反対の

立場をとる著名な科学者の国際的な集まり

で、それ以来ずっと会合は続いている。同

時にポーリングは、核兵器と核実験に反対

する請願書を作成し、それにはおよそ１万

人の科学者が署名した。急速に進む軍備拡

大競争や核による先制攻撃に賛成の立場を

とるNATOの決定、そして大気圏内での

核実験による死の灰に対する大衆の意識の

高まりは、ドイツや他の国々で多くの街頭

抗議行動を生み出すに至った（CND反核

運動に関しては英国の項目を参照）。

1962年のキューバ危機の影響が大きい

と思われるが、50年代後半のこのような

数々の努力が、米国、ソ連、英国間での大

気圏内の核実験を禁止する 1963年の部分

的核実験禁止条約を導いたのだった。（フランスは

大気圏内核実験を継続した。下記参照。）だが核反対

運動は依然として続き特にヨーロッパにおいて顕著

な動きを見せた。たとえば「核兵器反対欧州連合

（European Federation Against Nuclear Arms）」

は、1962年にコペンハーゲンで 12ヵ国による会議

を開き、ドイツでは 10万人が西ドイツや他の領地に

ある核兵器に反対してデモ行進をした。

市民運動と並行して、国連は、1961年、核兵器の

使用は国連憲章の精神、定義、目的に反すると宣言

する決議案を通過させた。これは同様の多くの決議

の最初のものであった。1959年から 1985年の間に、

南極大陸、ラテンアメリカ、アフリカ、南太平洋に

非核地帯を設ける数多くの条約が署名された。

1973年、オーストラリアとニュージーランドは、

太平洋の大気圏内で核実験を行ったことに対し、フ

ランスを国際司法裁判所に提訴した。だがフランス

は国際司法裁判所の権限を認めずさらに２回の核実

験を行った。その後フランスは、これ以上大気圏内

の核実験は必要としないと発表し、裁判を棚上げの

状態に持ち込んだのである。

核保有国は 1987年、1968年の核拡散防止条約の

中身を拡大解釈して、非核保有国に対し

て消極的安全保障協定（Negative

Security Agreements）を提示した。

しかしながらこの消極的安全保障協定の

拘束力は不確実である。1978年にニュ

ーヨークで開かれた第１回国連軍縮特別

会議（UNSSOD）は、そこでの示威運

動、特に国際的な女性団体による示威運

動の絶好のチャンスとなった。

ヨーロッパに地上基地発進ミサイル、

クルーズとパーシングを配備するという

1974年のNATOの決定は、抗議行動

の新しい波を起こした。ソ連はそれより

以前に SS20 を配備していたが、それに

対するNATOのこの過剰な反応の結果、

SS20 の配備地域を東ドイツやチェコス

ロバキアにまで拡張した。オランダでは

２万人の原告がクルーズの配備を阻止し

ようと政府を提訴したが配備を引き延ば

すことに成功しただけであった。オラン

ダとドイツでは、反中性子爆弾抗議行動が行われ、

米国では街頭抗議行動や陳情活動（ワシントンでは

15万人がデモ行進した）が行われた。そして 1982

年の第２回国連軍縮特別会議に合わせて、ニューヨ

ークでは非常に大規模な集会が開かれた。会議、デ

モ行進、直接行動、ピースキャンプ（グリーナムコ

モンについては英国の項を参照）等を含む多くの女

性活動が、世界規模で起こった。直接行動に対する

裁判のうちいくつかは、「必然的防衛」の原則に基

づき（より重い罪を防止するための行動）無罪を勝

ち取ったが、そのようなケースは決して多くはなか

った。

E.P.トンプソン（Thompson）が、「欧州核兵器

廃絶運動（European Nuclear

Disarmament[END]）を設立したのはこの頃であり、

それは東西ヨーロッパに核のない国々のグループを

つくるための草の根運動となることを意図していた。
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科学者達の宣言（サハロフ博士及び、マウントバッ

テン卿やローマ法王ヨハネパウロといった科学者で

ない人々をも含む）を引用して、彼はこのように書

いた。「あらゆる警告は無視されてきた。私たちは

政治権力にこれ以上理解を求めても無駄である。」

80年代には法的に違法性を証明しようとする運動

が起こった。たとえば、「非核地帯を宣言している

地方自治体(Nuclear Free Local Authorities)」 に

所属する国際団体、「先制攻撃反対ニュルンベルグ

裁判（Nuremburg Tribunal Against First Strike）」、

「国際平和ビューロー（International Peace

Bureau）」や他の平和団体によって召集された「核

戦争裁判（Nuclear Warfare Tribunal）」、そして世

界法廷プロジェクトなどである。カナダでは、「核

の解体作戦（Operation Dismantle）」が実施され、

日本とパラオ共和国（Belau）では、非核憲法を擁護

する活動がみられた。またニュージーランドは 1987

年に非核を宣言する条例を通過させた。1987年 1 月

12日、西ドイツでは 22人の裁判官がパーシング・

ミサイルの配備に抗議して、ムートランゲン

（Mutlangen）の米軍基地を封鎖した。彼らは行動

に出る前に仲間の裁判官に出した声明で、自分達に

は増えつづける核兵器を前にして声を上げるべき特

別の責任があるのだと説明した。裁判官の一人、ウ

ルフ・パンツァー（Ulf Panzer）は、このように述

べた。「正義と平和のために仕えるのが我々の職務

である。核兵器は正義と平和のために尽くしてくれ

はしない。それらは究極の犯罪である。核兵器は人

類全てを人質としている。」

勧告的意見が出されるのに際しては、世界法廷プ

ロジェクトが 1987年から 1996年にかけて国際司法

裁判所に核兵器の合法性への審理を求めるキャンペ

ーン活動を展開し、４百万を超える「大衆の良心の

宣言（declarations of public conscience）」が世界

規模で集められた。そして、1985年にノーベル平和

賞を受賞、同年までに 34ヵ国、14万人の医師の支

持を得た「核戦争を阻止する国際医師の会

（International group of Physicians for the

Prevention of Nuclear War[IPPNW]）」は、問題を

国際司法裁判所へ委託するよう世界健康会議（World

Health Assembly）に対してロビー活動を行い成功

に導いた。最終的な判定は世界法廷プロジェクトが

ほぼ望んでいた通りであったが、それはほんの始ま

りに過ぎないと世界法廷プロジェクトは見ており、

核保有国にそのことを受け入れさせるために現在も

活動を続けている。一方、1996年にオーストラリア

政府によって提起されたキャンベラ委員会は、外交

手段によって全ての核保有国に非核化計画の同意を

取り付けようと試みている。

1995-6年の太平洋におけるフランスの核実験に対

する抗議が高まった。これは、国際活動が今なお、

ある一つの特別な誘因によって起こり得るものであ

ることを示すものであった。しかしながら、フラン

スは一連の核実験を完了してしまった。60人の海軍

と陸軍の高官による最近の声明は、核兵器廃絶を強

く支持するものだった。また多くの平和団体を結び

つけた「アボリション 2000」という国際的なネット

ワークもあった。

ハーグ平和アピール（Hague Appeal for Peace）

は、「力による支配を法による支配に置き換えるた

めに、戦争廃止の最終段階に着手することに専心す

る」と訴えて、多くの平和と軍縮のための国際運動

をひとつにした。トライデント・プラウシェアズは、

国際平和運動と手を結び、1999年 5 月のハーグ会議

とそれに続くブリュッセルのNATO本部への行進に

参加した。

冷戦の終結と限定的では有るが核の緊張緩和（包

括的核実験禁止条約、核不拡散条約の更新̶ないが

しろにされる可能性はあるもののこれらの条約によ

って歯止めをかけることもある̶そして進行中の戦

略兵器削減条約交渉など）によって、核廃絶のチャ

ンスが開けたと見なすことは可能である。そしてこ

のチャンスを逃さず核廃絶を成し遂げるためには、

あらゆる手段が国や地域レベルだけでなく国際レベ

ルでも追求されなければならないことはこの 50年間

の経験からも明らかである。

参考文献と謝辞

1.5　なぜ今、非暴力直接行動、この活動なのか？

この項はスティーブ・ホワイティング（Steve

Whiting）によって書かれたものである。

From Nuclear Deterrence to Nuclear Abolition

「核抑止から核撤廃へ」̶National Press Club (ナ

ショナルプレスクラブ)、リー・バトラー将軍（米国

空軍）－退役̶1996年 12月 4 日の講演より。
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The Movement Action Plan—a strategic
framework describing the eight stages of

successful social movements「アクションプラン運

動̶成功した社会運動の８つの戦略的枠組み」、ビ

ル・モイヤー（Bill Moyer）1987年、春。

Turning The Tide- a Quaker programme on

nonviolent social change 「流れを変える̶非暴力

社会変革についてのクエーカー教徒プログラム」̶

概要説明書̶Quaker Peace & Service (クェーカ

ー・ピース・アンド・サービス)。

1.6 現在までの歴史的背景とプラウシェアズ

運動の哲学

この全項はハンス・レンダー（Hans Leander）

により、アート・ラフィン（Art Laffin）とアン・モ

ンゴメリー（Anne Montgomery）著の Swords into

Plowshares「剣から鋤へ」という本の中で公表され

たアート・ラフィンの記事An introduction to

Plowshares_ Disarmament Actions　「プラウシェ
アズ核廃絶運動の紹介」から採用された。

1.7 現在に至るまでの核兵器反対運動の概略

と年代記

これは、ハワード・クラーク（Howard Clark）

とマイケル・ランドル（Michael Randle）からの意

見をもとにダヴィダ・ヒギン（Davida Higgin）と

ズィナ・ゼルター（Zina Zelter）によりまとめられ

たものである。

さらに理解を深めるために

Civil Disobedience as Christian Obedience- Steven

Mackie

Keeping the Peace-edited by Lynne Jones, The

Women’s Press Ltd, London, 1983
Path of Resistance- Per Herngren, New Society

Publishers

Protest and Survive- E.P. Thompson, 1982

Snowball- The Story of a Nonviolent Civil-

disobedience Campaign in Britain-edited by Angie

Zelter and Arya Bhardwaj, Gandhi in Action.

Speaking our Peace: Exploring nonviolence and

conflict resolution- Quaker Peace Action Caravan,

Quaker Peace & Service (London) 1987


